
認可外保育施設保育サービス向上事業研修会
（認可外保育施設研修会）

沖縄県子ども生活福祉部
子育て支援課認可・指導班

1

認可外保育施設指導監督基準等に
ついて

本日の内容

１保育の無償化と指導監督基準の達成について

２指導監督基準、立入調査について

３事故報告について

４児童虐待の防止等について

５その他（新型コロナウイルス感染症対策等）

2
- 1 -



１保育の無償化と指導監督基準の達成
について

3

4

内閣府資料幼児教育・保育の無償化
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認可外保育施設における無償化の要件

① 設置届が出されていること
② 指導監督基準を満たしていること（ただ

し、５年間の経過措置あり）

令和６年10月以降は、指導監督基準を満た
す施設に限られ、指導監督基準を満たさない
施設は、無償化の対象外となります。

5

２指導監督基準、立入調査について

6
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7

指導監督基準について

児童福祉法の一部改正（昭和56年６月15日法律第87号）

いわゆるベビーホテル等の無認可の児童福祉施設の中には安全面等について問題のあるものがみられる
ことから、これらに対する規制を強化するため、無認可の児童福祉施設に対する厚生大臣及び都道府県知
事の報告徴収及び立入調査の権限を設ける等児童福祉法の規定の整備を行った。

より効果的な指導監督の実施

認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成13年３月29日付雇児発
第177号）（通知）→「認可外保育施設指導監督の指針」「指導監督基準」の策定

【この指針の目的及び趣旨】
• この指針は、児童福祉法（以下「法」とい。）等に基づき、認可外保育施設について、
適正な保育内容及び保育環境が確保されているか否かを確認し、改善指導、改善勧告、公
表、事業停止命令、施設閉鎖命令等を行う際の手順、留意点等を定めるものであること。

• なお、本指針は、児童の安全確保等の観点から、劣悪な施設を排除するためのものであ
り、別添の認可外保育施設指導監督基準を満たす認可外保育施設についても児童福祉施設
の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）及び家庭的保育事業等の設備及
び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）を満たすことが望ましいものである
こと。
【指導監督基準】

• 第１「保育に従事する者の数及び資格」、第２「保育室等の構造、設備及び面積」・・・
第９「備える帳簿等」

8

立入調査について

児童福祉法に基づく、認可外保育施設に対
する指導監督の一環

もって認可外保育施設に入所している児童
の福祉の向上を図ることを目的とする。

（児童福祉法第59条第１項）
都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、（略）第36条

から第44条まで（第39条の２を除く。）に規定する業務を目的とする施設であっ
て（略）認可を受けていないもの（略）については、その施設の設置者若しくは
管理者に対し、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員をして、その事務
所若しくは施設に立ち入り、その施設の設備若しくは運営について必要
な調査若しくは質問をさせることができる。この場合においては、その身
分を証明する証票を携帯させなければならない。

立入調査の根拠
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指導監督の種類について

①立入調査（通常）
②巡回訪問
③特別立入調査
④運営状況報告（年１回提出の義務）
⑤臨時報告（事故等が発生した場合）

※③は、死亡事故等の重大な事故や児童の生命・心身・財産に
重大な被害が生じるおそれが認められる場合、又は利用者から
苦情や相談が寄せられている場合等で、児童の処遇上の観点か
ら施設に問題があると認められる場合に実施します。

なお、②及び③については、事前通告なく、実施ができるこ
とになっています。

9

立入調査（通常）の主な流れ

10

立
入
調
査
日
程
通
知

改
善
報
告
書
の
作
成

書
類
等
準
備

改
善
状
況
の
確
認

立
入
調
査

1 5432
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立入調査の流れ等
書類担当、設備担当の二手に分かれ、調査を実施

○書類担当は、事前に準備して頂いた関係書類を確認
○設備担当は、保育室、調理室、トイレ、園庭など子

どもが関わる全ての設備を確認
○必要に応じて面積を実測

（注）施設内レイアウト変更等を行った場合、保育室面積が増減している可能性
→ 在籍児童に見合う基準面積が確保されているか、実測し、要確認
→ 面積の変更があった場合、１ヶ月以内に変更届を提出

認可外保育施設が正当な理由なく立入調査を拒み、
妨げ、忌避した場合など、罰則規定（30万円以下の罰
金）があります。また、忌避等した場合、公表するこ
とがあります。

11

施設の職員に聞き取りをしながら、各種必要な書類は適切に保管・管理されているか、設備に不備はない
か、保育士が適切に配置されているか、子どもたちへの接し方などを実際に目で見てチェック

立入調査結果（令和３年度）※86施設で実施

12
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立入調査における主な指摘事項（多い順）

13

調査
項目

指摘
施設数

未改善
施設数

未改善
率

調査
項目

指摘
施設数

未改善
施設数

未改善
率

1 乳幼児帳簿 32 13 41% 13 食事内容 6 2 33%

2 安全確保 29 4 14% 14 掲示 6 1 17%

3 児童健診 21 13 62% 15 職員帳簿 6 2 33%

4 職員の健康診断 20 6 30% 16 一人時間帯 5 2 40%

5 避難訓練 18 9 50% 17 保護者連絡 5 3 60%

6 書面交付 14 3 21% 18 衛生管理 5 1 20%

7 契約内容等説明 14 2 14% 19 調理室 3 2 67%

8 発育チェック 13 6 46% 20 ２階以上 3 2 67%

9 有資格者数 11 4 36% 21 耐火、避難設備 3 2 67%

10 医薬品等 10 3 30% 22 保育姿勢 3 2 67%

11 便所 7 0 0% 23 感染症 3 0 0%

12 保育内容 7 4 57%

※未改善施設数及び未改善率は、改善報告書は提出されているものの、令和４年４月１４日時点で改善が

　確認できていない場合も含む。

乳幼児帳簿（在籍乳幼児に関する書類等の整備）

（指導監督基準 第９（２））
「在籍乳幼児に関する帳簿等の整備」

•在籍乳幼児及び保護者の氏名、乳幼児の生年月
日及び健康状態、保護者の連絡先、乳幼児の在
籍記録並びに契約内容等が確認できる書類があ
るか。

14
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乳幼児帳簿に関する指摘

15

・・・・・・・・
・・・・・・・・

アレルギー指示書

定期健診

入所前健診

家庭調査票

契約書

入所申込

うさぎ組

県庁 太郎

（例）入所時健診の実施が確認できなかった

▶ 指導監督基準「乳幼児の健康診断」
にて指摘

▶ 指導監督基準「在籍乳幼児に関する
帳簿等の整備」にて指摘

乳幼児帳簿に関する指摘（主な内容）

16

① 契約書関連 14件
② 身体測定（発育チェック）の実施

13件
③ 年２回の健診実施 13件
④ 児童票等におけるかかりつけ医の
記載 ９件

等
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17

乳幼児ごとの書類管理（ご参考）

立入調査の結果、乳幼児
の帳簿で指摘がない又は
少ない施設は、書類を乳
幼児毎に管理している傾
向

日頃の書類確認、入所
時・退所時の管理がしや
すい

・・・・・・・・
・・・・・・・・

アレルギー指示書

定期健診

入所前健診

家庭調査票

契約書

入所申込

うさぎ組

県庁 太郎

安全確保

（指導監督基準 第７（８））
安全確保

• 乳幼児の安全確保に配慮した保育の実施を行うこと。
• 事故防止の観点から、施設内の危険な場所、設備等に
対して適切な安全管理を図ること。

•不審者の立入防止などの対策や緊急時における乳幼児
の安全を確保する体制を整備すること。

•賠償責任保険に加入するなど保育中の万が一の事故に
備えること。

• 死亡事故等の重大事故が発生した施設については、当
該事故と同様の事故の再発防止策及び事故後の検証結
果を踏まえた措置をとること。 等 18
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玄関口の柵
• 玄関口の囲障
• 園児の飛び出
し防止等のた
め、柵を設置

19

安全確保、安全対策（事例）

窓の柵の設置

20

• ２階に設置された窓
• 園児が窓を開け、落下する危険
性がある

• 転落防止柵を設置
• 園児の頭が入らない程の幅の柵を
設置
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消火器の固定

21

• 棚の上に消火器を設置
（未固定）

• 揺れ、衝撃の際、落下し事
故に繋がる危険性がある

• 専用の設置箱を設置
• 消火器の使用を妨げず、固
定されている

保育材料等の落下防止対策
• 地震時に本などが落下しないよ
う、安全対策を実施

• ベルトタイプで中央が取り外しでき
るよう工夫

22

• 地震時など本などが落下しないよ
う、安全対策を実施

• 滑り落ちないよう、立ち上げを設置
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• 園庭の室外機
に囲障を設置

• 園児の侵入が
困難であり、園
庭利用時の安
全性に配慮が
されている

23

危険物への囲障

• 空気清浄機の転倒や、電源プラグへの接触等による事故を防止するた
め、囲いを設置

• 転倒防止については、ベルト等による固定も考えられるが、賃貸等の理
由により壁面へ穴を開けることに支障がある場合の工夫事例 24

設置物の転倒防止等
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児童健診（乳幼児の健康診断）

（指導監督基準 第７（３））
乳幼児の健康診断

• 乳幼児の健康状態の確認のため、入所児の健康診断は
なるべく入所決定前に実施し、未実施の場合は入所後
直ちに行っているか。

•１年に２回の健康診断が実施されているか。（おおむ
ね６月毎に実施）

• 入所後の児童の体質、かかりつけ医の確認、緊急時に
備えた保育施設付近の病院関係の一覧を作成し、全て
の保育従事者への周知が行われているか。 等

25

学校保健法の規定に準じた児童健診

入所時の健診
・原則、入所決定前に実施、未実施の場合は入所後直ちに実施。
・保護者が健診結果を提出した場合は実施したとみなされる。
・入所前の健診結果は３ヶ月以内のものであること。

※入所日から遡って３ヶ月以内に受診した記録のある母子健康手帳（写し）の提出も可

年２回（概ね６ヶ月に一度）の健診
・施設の集団健診を受けられなかった児童は、別日の実

施、
保護者が実施しその写しの提供を受けるなどし、年２回の
健診を実施すること。

健診結果の保管 26

児童健診（乳幼児の健康診断）
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職員の健康診断

（指導監督基準 第７（４））
職員の健康診断

•職員の健康診断を採用時及び１年に１回実施し
ているか。

•調理に携わる職員には、おおむね月１回検便を
実施すること。 等

（注）調乳や、調理の工程を要す
るおやつを用意する職員も含む

27

28

• 労働安全衛生規則上、11の健診項目が規定
• 立入調査において、採用時及び年１回の受診状況を確認

職員の健康診断
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保育に従事する者の数

（指導監督基準 第１（１））
保育に従事する者の数

•主たる時間において、月極契約乳幼児数に対し
て保育従事者が不足していないか。

•主たる時間において、総乳幼児数に対して保育
従事者が不足していないか。

•契約児童の在籍時間帯に保育従事者が一人の時
間帯がないか。

29

＜保育従事者の数＞
職員配置基準

０歳児 ３人につき１人以上
１、２歳児 ６人につき１人以上
３歳児 20人につき１人以上
４歳児以上 30人につき１人以上

※必要数の算出は年齢別に小数点１桁（小数点２桁以下切り捨て）
目までを算出し、その合計の端数（小数点１桁）を四捨五入する。
計算結果が１の場合であっても複数配置が必要。

30

保育に従事する者の数
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保育に従事する者の有資格者の数

（指導監督基準 第１（２））
保育に従事する者の有資格者の数

•月極契約児童数に対して保育従事者が不足して
いないか。

•総乳幼児数に対する保育従事者数について、有
資格者が不足していないか。

31

＜有資格者の考え方＞
有資格者は、保育士又は看護師(准看護師を含む。)の

資格を有する者をいう。

有資格者の数が保育従事者の必要数の３分の１以上い
るか。
ａ 月極契約入所児童数に対する数
ｂ 月極契約入所児童数に時間預かりの数を加えた

入所児童数に対する数
※ 有資格者の算出に当たっては、小数点１桁を四捨五入

32

保育従事者の1/3以上は有資格者か
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有資格者数

33

担当クラス 氏　　名 備　考

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

施

設

名

･

･

書　　類 勤　務　時　間　帯

1 うさぎ
有資格者Ａ
（園長）

資格 採用／健診 健診
賃金

労働

16

常

・

非

～　 7 8 9 10 11 12 13 14 15

2 うさぎ 無資格者Ａ

資格 採用／健診 健診

23 24

保 看
Ｈ17.1

H31.1.1

（　　　　）

17 18 19 20 21 22

常

・

非

～　 7 8 9 10 11 12 13 14 21 22 23 24

保 看
Ｈ17.1

H31.1.1

（　　　　）

15 16 17 18 19 20賃金

労働

常

・

非

～　 7 8 9 10 11 12 13 14 24

保 看
Ｈ17.1

H31.1.1

（　　　　）

15 16 17 18 19 20賃金

労働

資格 採用／健診 健診

4

資格 採用／健診 健診

21 22 23

3 うさぎ 無資格者Ｂ

常

・

非

～　 7 8 9 10 11 12 13 14 21 22 23 24

保 看
（　　　　）

15 16 17 18 19 20賃金

労働

5

資格 採用／健診

6

資格

保 看
（　　　　）

14 15 16 17 18 19
健診

賃金

労働

～　 7 8 9 10 11 12 13

賃金

労働

常

・

非

～　 7 8 9 10 11 12

20 21 22 23 24

常

・

非

保 看
（　　　　）

19 20 21 22 23 2413 14 15 16 17 18
採用／健診 健診

【保育に従事する者の数及び資格（児童福祉施設最低基準第３３条第２項に規定する数）】

常 非

１歳児

名

２歳児

名

３歳児

名

４歳児

名

５歳児

名

有資格者　（6.25）÷８Ｈ=0.7　（ 1 ）人　　／　　無資格者　（23.5）÷８Ｈ＝2.9　　（ 3 ）人

小計

配置基準人数（割合）現在の配置人数総乳幼児数

内訳

６人に

つき１

人

月極乳

幼児数

クラス

名

従事者数 資格の種別 基礎乳幼児数

従事者

割合

資格者

割合

従事者

数

６人に

つき１

人

２０人

につき

１人

３０人

につき

１人

３０人

につき

１人

9

小計

一時預

かり等

乳幼児

数

総乳幼児数

配置

基準保育士 看護師
准看護

師

無資格

者

従事者

割合

資格者

割合

1

1

1

1

1

1

15

5

8

9

5

5

8

1

1

1

1○○組

○○組

○○組

○○組

○○組

①③

1.5

0.8

0.2

0.2

27 27 4 1 3 2.7

1

必要な保育従事者数、有資格者数の算出

34

• 年齢別に小数点１桁（小数点２桁以下切り捨て）まで算出
• その合計の端数（小数点１桁）を四捨五入
• 勤務延べ時間数の合計を８時間で除して小数点１桁を四捨五入

9÷6＝1.5

３ １
３人のうち

１人は有資格者
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沖縄県保育士・保育所総合支援センター

○電 話：０９８-８５７-４００１
○ＦＡＸ：０９８-８５７-４００７
○営業日：月～金 ９時～18時
○ＵＲＬ：http://okihoiku.com/
○沖縄県那覇市小禄１８３１-１

沖縄産業支援センター４階 413号室

35

保育室の面積

（指導監督基準 第２（１））
保育室の面積

•月極契約児童数についての１人当たりの面積
（おおむね１．６５㎡）が不足していないか。

•総児童数についての１人当たりの面積（おおむ
ね１．６５㎡）が不足していないか。

36
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Ａ 室内面積
５．５８×９．９７＝５５．６３
３．８７×１．１０＝４．２５
計 ５９．８８

Ｂ 差引箇所面積
（玄関）１．８１×１．５＝２．７１
（机）１．１０×０．６６＝０．７２
（ロッカー）３．６２×０．３1＝１．１２
（柱）０．４５×０．２５＝０．１１
計 ４．６６

Ｃ 有効面積（Ａ － Ｂ）
５９．８８－４．６６＝５５．２２㎡

Ｄ 定員（Ｃ÷１．６５）
５５．２２㎡ ÷１．６５＝３３．４６

定員３３名

保育室の面積の算出例

37

• 乳幼児１人あたり１.６５㎡
• 実際に乳幼児が使用できる面積
• 棚（棚同様に使用している可動式ロッカー含む）、柱等除く

1.5

玄　関 保育室

０．２５

1．10

0．66

０．４５

１．８１

非常口

９．９７

５．５８

３．６２

3.87

０．３１
柱

ロッカー

机

1．10

1.65㎡/人
ロッカー(可動式含む)

玄関

柱

柱

立入調査（通常）の主な流れ

38

立
入
調
査
日
程
通
知

改
善
報
告
書
の
作
成

書
類
等
準
備

改
善
状
況
の
確
認

立
入
調
査

1 5432
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改善報告書の作成・提出

指摘事項に対し、各施設が改善状況を報告する書類
立入調査後、
･指摘事項が記載された改善報告書を県から施設へ郵送
施設は概ね１ヶ月内に改善報告書を作成、報告
提出期限が守られていない場合

新すこやか保育事業（給食費、健康診断費、検便費、
保険料の補助事業等）、認可外保育施設研修事業（30万
円の保育材料費補助事業）等が対象外
基準の遵守の状況が確認できない場合、証明書の交付を
受けている施設は証明書の返還

39

改善状況記載の留意点

指摘された事項に対して「改善した結果」を報告

「改善した結果」については、明瞭かつ具体的に記載
し、改善結果が分かる資料（現場写真や書類等）を添
付

改善に期間を要する事項で、提出期限までに改善でき
ないものについては、「具体的な期限」を示した上で
「改善計画」を記載

40
- 20 -



実際の改善報告例①
基準

（４）職員の健康診断、a 職員の健康診断を採用時
及び１年に１回実施しているか。

指導事項
立入調査時、年１回の健康診断（1名分）が確認出来
ませんでした。また、1名のＸ線検査の確認が出来ま
せんでした。
①職員の健康診断を採用時及び年１回実施するこ
と。
②結果を園で保管すること。

改善の状況
「健康診断を実施しました。診断書の写しを添付し
ます。」

41

実際の改善報告例②
基準
(８)安全確保 ａ 乳幼児の安全確保に配慮した保育
の実施を行うこと。

指導事項
下記は、乳幼児に危険がないよう安全対策又は、

転倒・落下防止等の対策を行うこと。
玄関の脚立の片付け
保育室の棚の転倒防止対策

改善の状況
玄関の脚立撤去（写真4）
保育室の棚に転倒防止用の固定器具を設置（写真6）

42
- 21 -



立入調査（通常）の主な流れ

43

立
入
調
査
日
程
通
知

改
善
報
告
書
の
作
成

書
類
等
準
備

改
善
状
況
の
確
認

立
入
調
査

1 5432

指導監督基準を全て満たしている場合

基準を満たしている旨の証明書を発行
証明書は施設内に掲示

保育利用料に係る消費税の非課税措置

44
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【書類関係】

適 否

①在籍園児数に対し必要な人数が配置されているか。 □ □

②総乳幼児数に対し必要な人数が配置されているか。
　(一時預かり･幼稚園児午後預かり・学童含む)

□ □

③開所時間において、常時、保育従事者が複数(２名以上)配置されているか。 □ □

①保育に従事する有資格者の数(保育に従事する者の３分の１以上)が確保されて
　いるか。

□ □

②総乳幼児数に対し必要な有資格者の数が確保されているか。 □ □

③開所時間において、常時必要な有資格者が確保されているか。 □ □

３ 保育士の名称
①保育士でないものを保育士、保父等これに紛らわしい名称で使用して
　いないか。※サービス掲示・資格証の確認

□ □

保育従事者

有資格者

立入調査「事前確認」チェックシート（その１）

施設名（　　　　　　　　　　　　　　）

ﾁｪｯｸ欄
確認事項項目

１

２

45

日頃から自園の状況を
チェックしましょう。

チェックシートの活用

46

日頃から自園の状況を
チェックしましょう。

チェックシートの活用

チェックシート
保存場所
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立入調査終了後の指導監督基準の遵守

立入調査終了後も、改善状況の確認、関係者
からの苦情や相談の連絡、従事者不足が疑われ
る場合など、必要に応じ訪問

立入調査後も、指導監督基準の遵守が必要

47

３事故報告について

48
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児童福祉法施行規則（抄）

第49条の７の２ 法第59条の２第１項に規定する
施設の設置者は、当該施設におけるサービスの提
供による事故の発生又はその再発の防止に努める
とともに、事故が発生した場合は、速やかに当該
事実を都道府県知事に報告しなければならない。

49

50

事故報告について
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51

事故報告について

52

事故報告について

事故報告様式
保存場所
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53

事故報告について

ガイドライン
保存場所

令和２年教育・保育施設等における事故
報告集計①

54

内閣府子ども・子育て本部公表資料（R3.6.18）

※ 地方単独保育施設とは、都道府県又は市区町村が、認可外保育施設の設備や職員配置等に関する基準を設定し、当該基準を満たすことを条件として、その運営に要する費用について補助を行う等する
認可外保育施設のことをいう。
※ 各項目について（用語の整理であり、下記の報告事例があったことを意味するものではない。）
・ 意識不明：事故に遭った際に意識不明になったもの。（その後、意識不明の状態が回復したものを含み、令和元年12 月末までの間に死亡したものは除く。）
・ 骨折：切り傷やねんざ等の複合症状を伴うものを含む。
・ その他：指の切断、唇、歯の裂傷等を含む。
・ 死亡：第１報の報告時に「意識不明」であり、その後、第２報以降の報告時（令和元年12 月末までの間）に「死亡」として報告のあったものを含む。

死亡及び負傷等の事故概要
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令和２年教育・保育施設等における事故
報告集計②

55

内閣府子ども・子育て本部公表資料より

国へ報告された死亡事故の報告件数（Ｈ16～Ｒ２）
幼保連携型
認定こども

園

幼稚園型
認定こども

園

保育所型
認定こども

園

認可
保育所

小規模
保育事業

一時
預かり
事業

家庭的
保育事業

病児
保育事業

認可外
保育
施設

合計

２件 １件 １件 64件 １件 １件 ２件 １件 142件 215件

死亡事故発生時の状況

＜事例①＞
乳幼児の窒息死亡事故

＜事故の概要＞
令和２年２月、認可保育所において、１歳２か月の男児が給

食中に食べ物を喉に詰まらせたため、園における救命処置と並
行して 119 番通報し、病院に搬送されるも、搬送先の病院で死
亡が確認された。
事故の要因：口に食べ物が入っている状態で泣き出したこと、

泣きながら体を斜めにのけぞらせたこと、給食を「食べきる」
「時間内に食べる」暗黙のルールが園全体にあったこと 等
再発防止のために：一人一人の子どもの発達に応じた保育の

重要性（子どもの発達に応じた適切な食事援助を行うこと）等

56
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＜事例②＞
乳児の窒息死亡事故

＜事故の概要＞
認可外保育施設に預けられた乳児（生後4カ月）がうつ伏せ寝

の体位で急死した事故が発生
両親が保育従事者や運営会社、経営者、また市に対して損害

賠償を請求
裁判所は、乳児の死因はSIDS（乳幼児突然死症候群）による

ものではなく、うつ伏せ寝による窒息死であると判断して保育
従事者の過失を認定し、施設経営者らの共同不法行為責任を認
定
施設経営者らは、民法715条に基づく損害賠償責任を負うこと

となった。

57

事故防止に向けたミニポスター

58
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事故防止に向けたミニポスター

59

保育所等の園外活動時等における園児の見落と
し等の発生防止に向けた取組の徹底について
＜認可外保育施設指導監督基準（施設の安全確保）＞
「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライ
ン」を参考とすること

以下、ガイドライン 一部抜粋

○重大事故の発生防止、予防のための組織的な取組みについて
重大事故の発生防止、予防については、ヒヤリハット報告の収集及び分析が活用できる場合もあるた

め、以下の取組みを行うことが考えられる。

ア 職員は、重大事故が発生するリスクがあった場面に関わった場合には、ヒヤリ
ハット報告を作成し、施設・事業者に提出する。

イ 施設・事業者は、集められたヒヤリハット報告の中から、上記①のア～オ（※１）

の重大事故が発生しやすい場面において、重大事故が発生するリスクに対しての
要因分析を行い、事故防止対策を講じる。

ウ 施設・事業者は、事故防止対策について、下記（２）における研修（※２）を通じ
て職員に周知し、職員は、研修を踏まえて教育・保育の実施に当たる。

（ ※１）睡眠中、プール活動・水遊び、誤嚥（食事中）、誤嚥（玩具、小物等）、食物アレルギー

（※２）各施設・事業者においては、子どもの安全確保に関する研修に参加することを基本とするとともに、全ての職員は、救急対応（心肺蘇生法、気道内異物除去、

AED・エピペン®の使用等）の実技講習、事故発生時の対処方法を身につける実践的な研修を通じて、事故防止に係る職員の資質の向上に努める。施設・事業所での
研修や職員会議などの機会に、子どもの発育・発達と事故との関係、事故の生じやすい場所等を共有することで、事故への認識、危険に対する予知能力の向上を図る。（以下省略）

60
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保育所等の園外活動時等における園児の見落と
し等の発生防止に向けた取組の徹底について
＜実例を踏まえた取組例＞
○ 行き慣れない公園には、死角を正確に把握していないことなどにより、

園児を見失うケースがあった
→

○ 朝夕の保護者の出入りが多くなるタイミングで、園児の抜け出し事案
が起きたケースがあった
→

○ 公園などで、複数の園が同時に活動する場合に、自園の園児が他園の園児
の中に紛れ、見失ってしまうようなケースがあった
→

61

４児童虐待の防止等について

62
- 31 -



63

児童虐待とは
たとえ保護者にとってしつけのつもりで一生懸命育てていたとしても、

子どもの心身を傷つけ、健全な成長や人格形成に深刻な影響を与えるもの
は虐待となります。虐待は子どもの身体発育や知的発達、情緒面や行動面、
対人関係等に深刻な影響を与えるおそれがあり、早期に発見し、対応する
ことが重要です。
児童虐待の種類
①身体的虐待…殴る、蹴る、骨折、火傷、ひどい場合は生命が危うくな

るようなケガをさせること、一室に拘束する など
②性的虐待……性的興味の対象として子どもの身体に触れたり、性的関

係を強要したりすること など
③ネグレクト…衣服がいつも汚れている、食事を与えない、学校に行か

せない、重大な病気になっても病院に連れて行かない、
乳幼児を家に残したまま度々外出する など

④心理的虐待…子どもを無視したり拒否的な態度を示す、自尊心を傷つ
けるような言動、他の兄弟との差別的な扱いをすること
など

児童虐待の防止等について

＜概要＞
平成26年７月、認可外保育施設で生後9か月だった乳児が熱中

症で死亡
両親は、施設が体調を崩した子どもに医療措置を行わなかっ

たほか、施設内で虐待が行われていると通報を受けていた市が、
適切な調査や指導を行わなかったなどとして、市と施設側に対
し、損害賠償を請求
判決で、乳児が下痢や発熱の症状があったのに対し「元施設

長は、水分補給や医師の診断や治療を受けさせる義務を怠っ
た」と施設側の責任を指摘
裁判所は、市については施設内で虐待が行われていると複数

の通報を受けて行った立入調査を、事前通告せずにできたのに、
事前通告したことに対して、「虐待的保育を防止するうえで極
めて不十分、適切な調査が行われていれば、熱中症死は発生し
なかった蓋然性が高い」として、市の責任も認め、損賠賠償の
一部は市も連帯して支払うよう命じる判決を言い渡した。

64

児童虐待の防止等について（虐待事案）
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65

早期発見・早期対応
子どもの福祉に職業上関係のある者は、虐待を早期に発見しやすい立場

にあることを自覚し、虐待が疑われる場合は、市町村、児童相談所へ通告
しなければなりません。

参考「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正
する法律（令和元年法律第46号）【令和２年４月１日施行】」

児童虐待の防止等に関する法律（抄）
第14条１項 児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、体罰を加え
ることその他民法第820条の規定による監護及び教育に必要な範囲を超え
る行為により当該児童を懲戒してはならず、当該児童の親権の適切な行使
に配慮しなければならない。

児童福祉法（抄）
第47条第３項 児童福祉施設の長、その住居において養育を行う第六条の
三第八項に規定する厚生労働省令で定める者又は里親は、入所中又は受託
中の児童で親権を行う者又は未成年後見人のあるものについても、監護、
教育及び懲戒に関し、その児童の福祉のため必要な措置をとることができ
る。ただし、体罰を加えることはできない。

児童虐待の防止等について

66

参考「体罰等によらない子育てのために」
厚生労働省では、体罰禁止に関する考え方等を普及し、社会全体で体罰

等によらない子育てについて考えていただくとともに、保護者が子育てに
悩んだときに適切な支援につながることを目的として、令和元年９月から、
「体罰等によらない子育ての推進に関する検討会」において、有識者によ
る検討を進め、「体罰等によらない子育てのために」をとりまとめ

児童虐待の防止等について
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５その他
◇新型コロナウイルス感染症対策
◇給食費実費徴収の徹底
◇補助事業により取得した財産管理の徹底

67

新型コロナウイルス感染症対策について

68

感染対策の徹底
保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）
（2021(令和3)年8 月一部改訂）
https://www.google.co.jp/url?esrc=s&q=&rct=j&sa=U&url=https://www.mhlw.g
o.jp/content/000859676.pdf&ved=2ahUKEwjXmvy7rMX3AhVTKEQIHSxNBvUQFn
oECAkQAg&usg=AOvVaw33EfRl3s3f5kvi8Q-1_tj-

定期ＰＣＲ検査の実施について
概要：保育所、幼稚園等において、感染拡大を未然に防止するた

め、県内の保育所、幼稚園等に勤務し、利用者と接する職
員は、定期的にPCR検査を受けることが可能（令和３年12
月から令和４年５月の期間、６月以降については調整中）

※ 職員一人当たり２週に１回程度を目安として検査を行う。
※ 流行状況や検査希望状況によって、期間や回数を変更する場合がある。
※ 全施設等の検査を行うため、検査の時期は希望に沿うことは困難
※ 事前に県からお知らせするタイミングで検査を実施
※ 検査費用は県が負担

（県ＨＰ）https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/hoken/vaccine/kensa/ewpcr2.html
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新型コロナウイルス感染症対策について

69

オミクロン株に対応した濃厚接触者の特定・行動制限について

新型コロナウイルス感染症対策について

70

給付金等制度について
１ 雇用調整助成金
概要：「新型コロナウイルス感染症の影響」により、「事業活動の縮小」を余儀

なくされた場合に、従業員の雇用維持を図るために、「労使間の協定」に基
づき、「雇用調整（休業）」を実施する事業主に対して、休業手当などの一
部を助成するもの。

問い合わせ先：沖縄助成金センター雇用調整助成金相談・受付窓口電話
098-868-4013 各地域のハローワーク

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuki
n/pageL07.html

２ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
概要：新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の措置の影響により休させ

られた労働者のうち、休業中に賃金（休業手当）を受けることができなか
った方に対し、支給するもの。

問い合わせ先：厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
コールセンター電話0120（221）276

https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

３ 臨時休園や登園自粛に係る保育料減免について
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新型コロナウイルス感染症対策について

71

子どもの体調不良時には？（子どもを見守るポイント！）

https://www.pref.okinawa.jp/site/hoken/kansen-iryou/taisei/20220502.html

給食費実費徴収の徹底について

72
- 36 -



補助事業により取得した財産管理の徹底
について

73

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（抄）
（財産の処分の制限）

第二十二条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令
で定める財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政
令で定める場合は、この限りでない。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（抄）

（財産の処分の制限を適用しない場合）

第十四条 法第二十二条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合
とする。

一 補助事業者等が法第七条第二項の規定による条件に基き補助金等の全部に相当
する金額を国に納付した場合

二 補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長が定め
る期間を経過した場合

補助事業により取得した財産管理の徹底
について

74

沖縄振興特別推進交付金交付要綱（抄）
（財産の処分の制限）

第20条 知事は、取得財産等のうち取得価格又は効用の増加価格が１件当たり50万
円以上の機械、器具、備品及びその他の財産については、交付対象事業等の完了後
においても大臣の承認を受けないで交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、
交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
２ 知事は、前項の承認を受けようとする場合は、別記様式第１４号の財産処分承
認申請書を大臣に提出しなければならない。
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《厚生労働省関係》
• 保育所保育指針解説（平成30年２月）等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_
kosodate/hoiku/index.html#h2_free5

• 保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）（2021(令和
3)年8 月一部改訂）
https://www.google.co.jp/url?esrc=s&q=&rct=j&sa=U&url=https://w
ww.mhlw.go.jp/content/000859676.pdf&ved=2ahUKEwjXmvy7rMX3A
hVTKEQIHSxNBvUQFnoECAkQAg&usg=AOvVaw33EfRl3s3f5kvi8Q-
1_tj-

• 保育所における食事の提供ガイドライン（平成24年３月）
www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/shokujiguide.pdf

• 保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（改訂版）（2019年４月）
https://www.mhlw.go.jp/content/000511242.pdf

• 授乳・離乳の支援ガイド（2019年改定版）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04250.html 75

その他関連資料

《厚生労働省関係（つづき）》
• 体罰等によらない子育てのために～みんなで育児を支える社会に～

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/taibatu.h
tml

《内閣府関係》
• 事故防止関係資料（教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時

の対応のためのガイドライン（平成28年３月内閣府、文部科学省、厚生
労働省）、教育・保育施設等における事故報告集計資料、事故防止及び
事故発生時対応マニュアル‐基礎編等）
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html#guideli
nes

《文部科学省関係》
• 学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き（令和２年６月改訂版）

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1416474.htm 76

その他関連資料
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保育施設の運営は、子どもの命を預かる
大変責任の重い仕事です

本日説明した指導監督基準は
安全確保等の観点から定められたものであり
施設の責任において遵守する必要があります

施設の皆様におかれましては
基準の遵守にとどまらず
常に運営状況の見直しや正しい情報の収集に努め
保育環境の改善を図って頂くようお願いします

77
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項目 問 回答

問1 立入調査の主
旨

立入調査の主旨は何
か。

 立入調査は、児童福祉法に基づき、認可外保育施設において、適正な保育内容及
び保育環境が確保されているか否かを確認し改善指導等を行うことにより、児童の
福祉の向上を図ることを目的として実施してます。
※児童福祉法第59条
※沖縄県認可外保育施設指導監督要綱

問2 有資格者① 有資格者で1日8時間勤
務しなければ有資格者
とみなされないのか。

 有資格者の基準については、指導監督基準において、「保育に従事する者の概ね
３分の１以上は、保育士又は看護師（准看護師含む）の資格を有する者であるこ
と」と規定しています。
 また「保育に従事する者は、常勤職員をいうこと」と規定され、短時間勤務の職
員を充てる場合にあっては、その勤務時間を常勤職員に換算（有資格者、その他の
職員別にそれぞれの勤務延べ時間数の合計を８時間で除して常勤職員数とみなすこ
と）して、必要な人数を確保する必要があります。

問3 保育に従事す
る者の数

入所乳幼児が１人の場
合、従事者１人配置で
もよいか。

 認可外保育施設の主たる開所時間中は、保育従事者が複数（２人以上）で保育す
る必要があります。また、主たる保育時間を超える時間帯は、現に保育されている
児童が１人である場合を除き、保育従事者は複数（2名以上）で保育する必要があり
ます。
※登園に係る時間帯に、児童が登園していなくても、主たる開所時間中である場合
は、保育従事者を複数（２人以上）配置する必要があります。

問4 保育室の面積
①

一時預かりや学童を同
じ保育室で保育する場
合、必要面積はどうな
るか。

 一時預かり及び学童を含めた総乳幼児の人数分の面積が必要になります。実際に
乳幼児が使用できる面積(1人当たり1.65㎡)を確保する必要があります。

問5 保育室の面積
➁

可動式ロッカーは面積
に入るか。

 可動の有無にかかわらず、常時保育室内に配置されているもので、固定の棚同様
に使用している場合は保育室の面積から引いています。可動式ロッカーを面積に加
えることにより面積不足となることで、児童の安全性の問題が懸念される為です。

問6 調理室の区画 調理室と事務所の区画
は必要か。

 調理室と事務所の区画が必要です。食品衛生上、調理室の周りを全て壁や網戸等
で区画するか、建物全体の外部に解放される部分には網戸、カーテン（防炎仕様）
等、を設置することが必要です。
 また、調理室内に調理に必要な機能、物以外(事務用品等)は置かず、調理中は、調
理人以外が出入りしないよう注意してください。
※調理中(手作りおやつのみの場合も含む)は、室内の扉や網戸を閉めることで害虫等
の侵入を防ぐ必要があります。

問7 調理設備 ケータリングや弁当持
参の認可外保育施設に
おいても調理設備が必
要か。

 ケータリングや弁当持参においても、冷蔵庫及び加熱のために必要な調理機能設
備が必要です。
※加熱設備としては、温めることができればガスコンロでも電子レンジでも可

認可外保育施設立入調査Ｑ＆Ａ
令和４年５月
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項目 問 回答

認可外保育施設立入調査Ｑ＆Ａ
令和４年５月

問8 乳児と幼児の
区画

乳幼児を同室で保育し
てよいか。

 事故防止の観点から、乳児の保育を行う場所と幼児の保育を行う場所は別の部屋
とすることが望ましいです。
 やむを得ず部屋を別にできない場合は、幼児が容易に乳児の保育場所に入れない
ように、明確な段差やベビーフェンス等で区画してください。
※１歳児と同室で０歳児を預かっている場合は、区画または人数分のベットが必要
です。また未歩行児の確認は必要となります。

問9 採光・換気 保育室に窓がない。採
光・換気についての基
準はあるか。

 立入調査時に、採光・換気に有効な部分(窓等)があるか確認をしています。
※建築基準法施行令第19条(保育所の保育室の採光に準じる)
※建築基準法第28条の2(居室の換気に準じる)

問10 便所 オマル・小便器(男児用)
は便器の数に含まれる
か。また、総乳幼児の
人数も含まれるか。

 オマル及び小便器(男児用)は数には含まれません。便器の数は、総乳幼児数の概ね
20人につき１以上必要です。
※０歳は含めず、満１歳になっている幼児数で確認します。

問11 避難訓練の実
地

避難訓練で地震・水
害・不審者の訓練は必
要か。

 立入調査時、地震・水害・不審者の避難訓練については、年間計画に記載するこ
と、また、年１回以上の実地訓練を確認しています。訓練内容は消火活動・通報・
連絡、及び避難誘導等の実地訓練を原則とします。
※火災の避難訓練は毎月実地訓練が必須です。

問12 非常災害に対
する措置

避難経路2方向目はどこ
に設置すればよいか。

 立入調査時、避難経路2方向目も非常口として乳幼児の避難に有効な位置に適切に
設置されているか、また、2方向で避難訓練をしているかを確認しています。避難経
路口及び避難経路には避難の妨げになるものを置かないようにすることが必要で
す。

問13 身体の清潔 ０歳児も手洗い及び排
便後のシャワーで身体
の清潔を保たないとい
けないのか。

 ０歳児においても、必要に応じ入浴や清拭をし、乳幼児の身体の清潔を保つ必要
があります。０歳児の手洗いにおいては、手拭きのみで対応している施設もありま
すが、衛生的に好ましくないため、衛生上の観点から手洗い指導が必須です。
 また、排便後は、シャワーにてお尻洗いをし、お尻洗い場使用後にはその都度消
毒をし、衛生的な状態を保つようにしてください。

問14 保護者との連
絡

必ず連絡帳を備える必
要があるか。

 保護者と連絡帳や申し送りを通して、施設での様子や家庭での様子を双方向で連
絡する必要があります。アプリケーション等の電子的な方法を連絡帳の代わりにす
る施設もありますが、連絡帳と同程度の内容を双方向で連絡することが必要です。

問15 乳幼児の健康
診断①

乳幼児の年2回の健康診
断で未受診の児童がい
た場合はどうすればよ
いか。

 医師による年２回の健康診断は、乳幼児の心身の発達の遅れの早期発見に繋がる
という面からも受診は必要です。健診日に受診出来ない児童がいた場合は、後日受
診させるか保護者に協力を仰いで受診をしてもらい健康診断書の提出を受けること
が必要です。

問16 乳幼児の健康
診断②

一時預かりでも健康診
断書の提出は必要か。

 一時預かりでも乳幼児の健康状態の把握（持病やアレルギーがないか等）は必要
な為、入所時の健康診断の提出は必要となります。
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項目 問 回答

認可外保育施設立入調査Ｑ＆Ａ
令和４年５月

問17 かかりつ医の
確認

全児童のかかりつけ医
の確認をしなければな
らないのか。

 全児童のかかりつけ医を確認し、緊急時の際には、かかりつけ医の指示に従うよ
う保育従事者間で周知する必要があります。その旨、保護者へ十分に説明をし、確
認してください。
※立入調査時に全児童の記載を確認します。

問18 職員の雇入時
健康診断

職員の健康診断は採用
時に行うとあるが採用
日から何ヶ月前がよい
のか。また、検査内容
は決まっているか。

 立入調査では、採用日前３ヶ月以内の受診状況を確認しています。
雇入時健康診断については、労働安全衛生規則第43条により、11項目が規定されて
います。
 立入調査では、労働安全衛生法に基づく健康診断4号を参照し、『身体計測、視力
検査、聴力検査、尿検査、血圧検査、貧血検査、胸部エックス線検査（妊娠・授乳
期には医師の所見が必要）、医師の診察』以上の項目を確認しています。
※採用時（雇入時）の健康診断の実施は、労働安全衛生法に基づく労働安全規則に
より義務づけられています。
※乳幼児の健康・安全のため、全ての職員について労働安全衛生法に準じて健康診
断を実施し、記録を保管する必要があります。

問19 職員の年１回
定期健康診断

職員の年1回定期健康診
断は必ず受診しないと
いけないのか。

 事業者は、労働安全衛生法に基づき、労働者に対して、１年以内ごとに１回、定
期的に医師による健康診断を実施する義務があります。

問20 検便 ケータリングを利用し
ているが、おやつ作り
やフルーツカットをす
ることがある。毎月検
便を実施する必要があ
るか。

 自園調理がなくとも、保育の中で毎月定期的に調理する場合(例：フルーツカット
をする、手作りおやつがある施設の場合)、毎月の検便を実施する必要があります。
※週1回定期調理／ケータリング離乳食刻み／週数回のおやつ作りも検便が必要で
す。

問21 感染症の対応 感染症にかかった場
合、治癒証明書が必要
か。

 かかりつけ医の診断に従い、治癒証明書の提出が必要です。医師からの意見書や
保護者が記入する登園届が必要な場合には、保護者に十分に説明をして提出を求め
てください。
 また、認可外保育施設は乳幼児が集団で長時間生活を共にする場であるため、感
染症の集団での発症や流行をできるだけ防ぐことはもちろん、子どもたちが一日快
適に生活できることが大切です。
※立入調査時に治癒証明書の提出状況を確認します。
※新型コロナウイルス感染症の場合、治癒証明書は不要です。
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項目 問 回答

認可外保育施設立入調査Ｑ＆Ａ
令和４年５月

問22 安全確保① 乳幼児の安全確保の面
から、落下防止や転落
防止等の対策はどのよ
うなものがあるか。

①安全確保の面から、冷蔵庫や棚等(ロッカー、キャビネット、カラーボックス、ピ
アノ、冷蔵庫等)には転倒防止対策をする必要があります。
②床上にあるテレビは事故防止のため安全な場所へ移動し適切な対策をする必要が
あります。
③教材用の棚等は乳幼児の安全の面から落下防止や転倒防止等の対策をする必要が
あります。
④トイレ及びシャワー室等乳幼児が立入る全ての箇所において、ガラスの安全対策
(飛散防止シートの貼り付け)、洗剤等の安全対策（手が届かない場所においている
か）を確認しています。
⑤園庭の一部が職員駐車場になっている場合は、事故防止の観点から適切な安全管
理を図る必要があります。
⑥遊具の中に、一部破損しているものがある場合は、幼児の安全のため修繕する必
要があります。
※乳幼児の安全確保や事故防止の観点から遊具等について修繕等の適切な対策をす
るか、または撤去する必要があります。

問23 安全確保➁ 不審者への対応につい
て、具体的なマニュア
ル等はあるか。

 具体的なマニュアルはありませんが、指導監督基準の「不審者の立入防止などの
対策や緊急時における乳幼児の安全を確保すること」に基づき、各施設の施錠、囲
障や訓練実施等の状況を確認しています。

問24 乳幼児突然死
症候群

うつぶせ寝について、
保護者の同意があれば
指摘事項にならないこ
とはあるか。

 保護者の同意ではなく、医師の判断が必要となっています。国の指導監督基準に
おいて、「仰向け寝は、乳幼児突然死症候群のほか、窒息の予防にも有効である
が、医学上の理由による配慮が必要である。」と規定されています。
※立入調査時に施設長及び保育従事者への周知確認を行っています。

問25 アレルギー アレルギー児の医師診
断書は提出する必要が
あるか。

 食物アレルギーのある乳幼児においての誤食は生命に関わる重大なことであるた
め、全保育従事者が把握し、共通理解のもとで誤食が起こらないような対策を講じ
ることが必要です。アレルギー疾患のある乳幼児に配慮した食事内容にする必要が
あります。
 また、献立表を作成し、保護者へ配布することも必要です。入所時に保護者に対
してアレルギーの確認を行うこと、又医師の生活管理指導表を提出してもらうこと
が必要です。
※立入調査時に全職員のアレルギーの知識と対応の共有化を確認します。

問26 職員に関する
書類等の整備
①

派遣社員の場合、どの
ような帳簿を備えれば
よいか。

 派遣社員の場合、派遣会社とで契約している内容（派遣通知書や労働契約書等）
が確認できる書類を保管・管理してください。
  上記が確認出来れば、採用時健康診断、年１回の健康診断、労働者名簿、賃金台
帳は確認しません。
  なお、資格証の写しは有資格者換算に必要な為、保管・管理してください。
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項目 問 回答

認可外保育施設立入調査Ｑ＆Ａ
令和４年５月

問27 職員に関する
書類等の整備
②

賃金台帳の確認につい
て

 労働基準法第108条により、賃金台帳は、各事業場ごとに作成し保管しなければな
りません。
 賃金台帳により賃金支払の状況等の確認を行っておりますが、金銭を直接手渡し
されている場合は、受領印（サイン）まで確認しております。
※振込による支払の場合、受領印は確認しません。

問28 第10号様式
（掲示様式・
施設内部様
式)

新たな項目として追加
された「◇緊急時等の
対応」、「◇非常災害
対策」、「◇虐待防止
のための措置」につい
て、記載例ではそれぞ
れマニュアルの作成に
ついて記載されている
が、今回、マニュアル
の作成が義務づけられ
たと認識した方がよい
か。

児童福祉法施行規則の一部を改正する省令の施行について（平成29年11月10日子発
1110第４号）では、認可外保育施設における掲示事項について、緊急時等における
対応マニュアルを定めている場合において、その旨を記すことや、虐待の防止に関
するマニュアルの作成状況等について記すことが必要となっています。
（参考：児童福祉法施行規則の一部を改正する省令の施行について（平成29年11月
10日子発１１１０第４号）抜粋）
改正の概要
（１）認可外保育施設等の事故報告の規定の新設について（略）
（２）認可外保育施設における掲示事項について
認可外保育施設における保護者への適切な情報提供を確保するため、当該施設の設
置者が当該施設に掲示しなければならない事項に、アからオまでに掲げる事項を追
加すること。

ア保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額
 保育する乳幼児に関して契約している保険の加入状況として、保険の種類、保険
事故及び保険金額を記すこと。
イ提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容
 提携している医療機関の名称、所在地及び具体的な提携内容を記すこと。
ウ緊急時等における対応方法
緊急時等における関係機関の連絡先や保護者との連絡方法などを記すこと。なお、
別途、緊急時等における対応マニュアルを定めている場合においては、その旨を記
すこと。
エ非常災害対策
災害時における関係機関の連絡先や保護者との連絡方法、避難訓練の実施状況、避
難場所や避難方法などを記すこと。また、別途非常災害に関する具体的な計画を作
成し、計画の概要等を掲示しても差し支えないこと。なお、非常災害とは、火災や
水害・土砂災害、地震など地域の実情を鑑みた上で想定される災害を指している。
オ虐待の防止のための措置に関する事項
虐待の防止に関する研修の実施状況や虐待の防止に関するマニュアルの作成状況等
について記すこと。
※県子育て支援課ホームページに様式と併せて記載例も掲載しております。ご参考
ください。
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